
県民部青少年課

青少年のための社会環境健全化に
力を合わせましょう

～平成21年度社会環境実態調査結果概要～

　神奈川県では、青少年の健全育成に大きな影響を与えている各種営業等の実態を
明らかにするとともに、今後の青少年行政を進める上での基本的データを収集する
ことにより、地域の青少年を取り巻く社会環境健全化推進の取組に資するために、
昭和51年度から「社会環境実態調査」を実施しています。

　平成21年度は、カラオケボックス、インターネットカフェ・まんが喫茶を対象と
して、市町村や地域で青少年の健全育成、社会環境健全化に取り組まれている皆様
のご協力により調査を実施しました。
ご協力をいただきました関係者の皆さまに厚くお礼申し上げます。

　この調査結果を地域や業界の日ごろの社会環境健全化に向けた取組の参考にし
ていただければ幸いです。

平成22年１月
神奈川県県民部青少年課

この調査結果概要にかかるお問い合わせ、情報がありましたら
 フ リ ー ダ イ ヤ ル よ　　い い　く　せ　い　

０１２０－０４１－１９１
受付時間　月～金曜日　８：30～ 17：15

神奈川県青少年保護育成条例

　この条例は、青少年の健全育成を阻害する行為を防止するため、昭和30年１月に制定したもので、青
少年を取り巻く社会環境の変化に合わせ、社会環境実態調査の結果も参考とさせていただいて、これま
で何回もの改正を重ねてきました。（この条例では、青少年とは小学生以上18歳未満の者をいいます。）

★深夜営業施設における青少年の立入制限（第５条の２）
　カラオケボックス、インターネットカフェ・まんが喫茶では、深夜11時以降、青少年を立ち入
らせてはならない。
　

★インターネットカフェにおけるパソコンへのフィルタリング（第23条の２）
　インターネットカフェなどでは、青少年がパソコンを利用する場合にはフィルタリング等により
有害情報を閲覧できないように努めなければならない。

平成21年度社会環境実態調査に関係する規定

古紙パルプ配合率70％再生紙を使用

　この条例は、青少年の喫煙や飲酒を保護者、事業者、県民、県が一体となって防止するため、平成18
年12月に制定したものです。（この条例では、青少年は20歳未満の方をいいます。）

★販売店等における年齢確認の一層の徹底（第８条）
　青少年と思われる客に対し、証明書の提示を求めて年齢を確認することを義務付けています。

★自動販売機対策の推進（第９条）
　たばこや酒類の自動販売機に青少年の利用を防止する措置を講じることを義務付けています。

平成21年度社会環境実態調査に関係する規定

神奈川県青少年喫煙飲酒防止条例

　県では、現在の青少年を取り巻く社会環境等を踏まえ、青少年保護育成条例を全面的に見直すことと
し、広く県民の皆様のご意見をいただきながら、検討を進めています。
　見直し内容は、下記までお問い合わせいただくか、ホームページをご覧ください。

http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/seisyonen/minaoshi/minaoshi.htm

青少年保護育成条例の見直しについて、ご意見をお寄せください。

県民部青少年課地域環境班
横浜市中区日本大通１　〒231-8588　電話（045）210-1111（代表）



社会環境実態調査結果概要
◆調査期間◆

平成21年７月１日から７月31日まで
（内閣府が主唱する「青少年の非行問題に取り組む全国強調月間」に係る活動の一環として実施）

◆調査方法◆
各市町村で青少年の健全育成、環境健全化に取り組まれている青少年指導員等地域の青少年育成
組織の方々が管内の調査対象店舗を巡回して調査を行いました。

カラオケボックス実態調査結果
（平成２年　調査開始）

　調査実施店舗345店のうち、条例に基づく措置として「18歳未満者の深夜入場制限
の表示」を行っている店舗は93.6％（前年93.9％）となっており、前年を若干下回
りました。
　また、業界の自主規制等に基づく措置の実施状況（回答店舗344店）は、
・「室内が見通せる大きさの窓」のある店舗　98.3％（前年97.1％）
・「内鍵」のない店舗　93.3％（前年94.8％）
・「未成年者の喫煙・飲酒禁止の表示」のある店舗　92.2％（前年89.9％）
となっており、「内鍵」のない店舗を除くと前年に比べ自主規制等の取組が進んでいます。

　カラオケボックスでは、神奈川県青少年保護育成条例（以下「条例」といいます。）により、深
夜（午後11時から午前４時までの間）、青少年（条例では小学生以上18歳未満の者をいう。）を
当該施設に立ち入らせてはならず、また、施設の経営者は、入口の見やすいところに青少年の
深夜立入制限の掲示をしなければなりません。
　また、業界の自主規制として、神奈川県カラオケスタジオ協議会（任意加入）では、年齢の確
認、利用時間の制限（16歳未満は６時以降、18歳未満は10時以降ただし11時までは保護者
同伴の場合は認める）、未成年者の喫煙飲酒防止対策、補導活動への協力、開口部の確保と明
るさの確保、有害設備・器具の設置禁止、薬物・可燃物・危険物の持ち込み禁止など（日本カ
ラオケスタジオ協会製作自主規制基準〈平成19年６月改定〉より）の取組が行われています。

18歳未満者の深夜入場制限の表示（有）
室内が見通せる大きさの窓（有）
内鍵（無）
未成年者の喫煙・飲酒禁止の表示（有）

インターネットカフェ・まんが喫茶実態調査結果
（平成18年　調査開始）

　調査実施店舗136店の営業終了時間は、「24時間営業」が
90.4％（123店）と大半を占めています。 　インターネットカフェ･ま

んが喫茶では、条例により、
深夜（午後11時から午前４
時までの間）、青少年（条例
では小学生以上18歳未満
の者をいう。）を当該施設に
立ち入らせてはならず、ま
た、施設の経営者は、入口
の見やすいところに青少年
の深夜立入制限の掲示をし
なければなりません。

午前４時以降まで
2.9％　４店

午前４時まで
1.5％　２店

午前０時まで
1.5％　２店午後11時まで

1.5％　２店

午後10時まで
2.2％　３店

　調査実施店舗136店のうち、条例に基づく措置として「18歳未満者の深夜入場制限の表示」を行って
いる店舗は95.6％（前年94.1％）と、「フィルタリング等の措置」を行っている店舗は44.0％（前年
43.0％）と、それぞれ増加し改善がみられました。
また、調査実施店舗136店において、業界の自主規制等に基づく措置の実施状況は、
・「18歳未満者の年齢確認」を行っている店舗　94.1％（前年92.6％）
・「18歳未満者のオープン席利用」（オープン席のみの施設を含む）を行っている店舗　43.4％（前年50.7％）
となっています。　なお、本年度から調査を行っている「完全会員制」の店舗は39.0%で、「シャワー設
備」のある店舗は37.5%となっています。

※「18歳未満者のオープン席利用」については、平成18年は調査を実施していない

※営業終了時間とは、平日の主な営業終了時間をいう

合計
136店
（100％）

24時間営業
90.4％　123店

18歳未満者の深夜入場制限の表示（有）
フィルタリング等の措置（有）
18歳未満者の年齢確認（有）
18歳未満者のオープン席利用(オープン席のみの施設を含む)（有）
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